










また、これまでのアンケートや委員会での議論をみると、町民の皆さまの状況は様々で

あることがわかりました。これらをひとつの方向性にまとめるというより、町民の方がど

の選択肢を選択しても、安心して暮らせるように、国、県などと調整しながら、施策の策

定を進めていくことが重要であると考えています。 

そのため、この復興計画（素案）では、町民の意向（選択肢としての方向性）を３つの

場合（パターン）に分け、世帯類型ごとに対応方針を示しました。

 

●パターン（１）居住地を自ら選択し、帰れるまで待つ場合 

 ●パターン（２）町が指定した区域に居住し、帰れるまで待つ場合 

 ●パターン（３）大熊町に戻らない場合 
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居住地を自ら選択し、帰れるまで待つ場合

現在の避難地、または転居地を自分で決め、帰町ま

で待とうと考えている方
パターン

（１）

町が指定した区域に居住し、帰れるまで待つ場合

町が指定する区域（以下、町指定地という）の受け

入れが可能となってきた時点で、避難地から町指定

地に転居して、帰町まで待とうと考えている方

パターン

（２）

大熊町に戻らない場合

様々な事情により、やむを得ず将来もふるさとの大

熊町に戻らないことを選択し、帰町しないと考えて

いる方

パターン

（３）





３３年後（平成 年～ 年頃まで）

いわき市周辺での拠点づくり

ニュー大熊町 までの道のり

○除染により、町民が安心して暮らせる環境を取り戻すまで、新たな拠点の調整を
関係機関と行いながら 段階的に「ニュー大熊町」スタートの準備を進める。

○この間、避難先である会津若松市、新たな拠点候補地である「いわき市周辺」に
おいて行政サービス、教育環境等、低下させることなく対応する。

現在（平成24年～27年頃まで）

避難先（会津若松市）の機能強化
・役場機能の充実・強化
・幼稚園から中学校までの一貫した教育機関
の充実

・子育て支援の充実
・住宅環境の向上

大熊町内の除染・治安維持の
拠点（大川原地内）準備開始

継
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いわき市周辺での拠点づくり
（役場機能・教育機関の移転準備開始）
・いわき市周辺への住宅環境の整備
・いわき市周辺への教育機関の移転準備
・移転可能な方から「拠点」への移転開始

５年後（平成28年～32年頃まで）

いわき市周辺に拠点設置
（役場機能・教育機関の移転完了）
・新たな拠点で役場業務を開始
・新たな拠点での教育機関再開
（双葉郡内での学校など統合も視野）

会津若松市周辺の
住宅環境の充実

１０年後からその先に向かって

に
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り
、
自
然
の
大
地
を
取
り
戻
す

大熊町を取り戻し“ニュー大熊町”の誕生へ
～復興に向けた基本理念～

１．大地の復活 ２．暮らしの復興 ３．産業の復興 ４．おおくまからの発信

① 町内拠点は大川原地内として、先行して役場機能の一部を移します 

 

② 年間積算線量は、段階的に１ミリシーベルト以下を目指します 

 

③ 生活関連インフラは震災による被害調査を行い、除染と平行して復旧に努めます 

④ 交通インフラは震災による被害調査を行い、除染と平行して復旧に努めます 



３年後

○除染により、町民が安心して暮らせる環境を取り戻すまで、新たな拠点の調整を
関係機関と行いながら 段階的に「ニュー大熊町」スタートの準備を進める。
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この方針は、簡単にふるさとを捨てるわけにはいかないとの思いから、下記のような目標

のもとで推進していきます。 

①① 町内拠点は大川原地内として、先行して役場機能の一部を移します 

町内拠点は、国による除染で年間積算線量２０ミリシーベルト以下とした上で、大川原地内と

する。 

 町内拠点には役場機能の一部を移し、除染及び町内のインフラの復旧を行う。 

十分な除染が行われた後、長期的居住が可能な復興公営住宅の建設を行い、帰町希望者の入居

を開始する。 

 

② 年間積算線量は、段階的に１ミリシーベルト以下を目指します 

 放射線の線量基準は、国の定めた基準とするが、当面は年間積算線量２０ミリシーベルト以下

を目標とする。 

段階的に年間積算線量５～１０ミリシーベルト、１～５ミリシーベルトを目指し、最終的に

は、学校再開基準である年間積算線量１ミリシーベルト以下を目指す。 

 

③ 生活関連インフラは震災による被害調査を行い、除染と平行して復旧に努めます 

 生活関連インフラは、町内拠点となる大川原地内を優先に復旧する。 

 上水道については、双葉地方水道企業団（楢葉町）から供給を受ける。そのため、震災による

被害状況の早期確認を行い、復旧作業を速やかに行う。 

 下水道については、震災による被害状況の確認を早急に行い、既存処理場での処理か新たに合

併浄化槽を設けて処理するかを判断することとする。 

また、一般ごみの処分方法については、現在稼働している双葉地方広域市町村圏組合の南部衛

生センター（楢葉町）で処理し、し尿処理については、双葉地方広域市町村圏組合の処分場（富

岡町）が稼働するまで近隣市町村へ処理を依頼する。 

 

④ 交通インフラは震災による被害調査を行い、除染と平行して復旧に努めます 

 主要町道については、復興のためかかせないインフラであるので、震災による被害調査を早急

に行い、優先順位を付けて復旧を図る。 

 また、町の南北を通る主要道路である国道６号は、高線量地区を縦断するため、当面の南北主

要道路は県道いわき浪江線と常磐自動車道となる。そのため被害調査及び復旧を早急に図る。さ

らに、西への主要道路となっている国道２８８号についても早期の被害調査と復旧を図る。 

 鉄道については、ＪＲ大野駅が高線量地区にあるため、鉄道インフラの復旧には時間を要する

と考えられる。路線変更も含めた新たな常磐線の設置を検討し、関係機関へ要望していく。 

 

 

 

 

 

 















































  ８.産業（農業）に関すること 

    ～委員からの意見・要望～ 

    （１）農地の代替地斡旋・紹介（有休農地の貸与など） 

    （２）農作物の放射線量検査と農産物の買い上げ 

    ～考えられる対応策～ 

    （１）就農支援事業の活用による農地の斡旋 

    （２）風評被害対策を考慮したモニタリング検査の実施 

    （３）国による農作物の買い上げ強化要望 

 

  ９.産業（工業・商業）に関すること 

    ～委員からの意見・要望～ 

    （１）企業誘致のための規制緩和 

    （２）ショッピングモールを作りテナントを提供 

    ～考えられる対応策～ 

    （１）特区制度を活用した規制の緩和 

    （２）テナント等整備事業の実施 

    

  １０.風評被害対策に関すること 

    ～委員からの意見・要望～ 

    （１）学校でのいじめや入学試験、採用試験での差別対策 

    ～考えられる対応策～ 

    （１）正しい放射線に関する教育・研修の実施 

     

  １１.除染に関すること 

    ～委員からの意見・要望～ 

    （１）円滑な除染の実施及び除染作業に必要な前線基地の設置 

    （２）除染対策が不透明であり、効果があるのか不明 

    （３）仮置場の設置、中間貯蔵施設設置についての住民への説明会の開催    

    ～考えられる対応策～ 

    （１）除染活動の円滑な実施の要望 

    （２）除染状況の情報の発信 

    （３）除染作業に伴う仮置場又は中間貯蔵施設設置に係る説明会の実施 

 

  １２.補償・賠償に関すること 

    ～委員からの意見・要望～ 

    （１）賠償時期及び金額の早期提示 

    （２）個人では対応困難な賠償請求支援団体の結成    

    ～考えられる対応策～ 

    （１）国・事業者に対する積極的な申し入れ 

    （２）賠償請求支援 
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